
重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

 ・市場価格のあるもの

  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は 移動平均法により算定）

 ・市場価格のないもの

  移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

医薬品・診療材料・給食材料・貯蔵品 ・・・ 最終仕入原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） ・・・ 定額法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） ・・・ 定額法

(3) リース資産

①所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 賃貸借処理

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

職員に対し支給する賞与の支出に備えるため、当会計年度末の負担する支給見込み額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税額等のうち、税法に定める繰延消費税額等はその他の資産に計上のうえ 5年間で医業費用

の区分にて均等償却しております。

５ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の処理

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約及び通貨スワップについては振

当処理によっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。



(2) 補助金等の会計処理

固定資産を購入する目的で受け取った補助金等については、受取った会計年度に一括して収益として計上しております。

 運営費補助金については、事業収益に計上しております。

６ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項

(1) 資産及び負債のうち収益業務に関する事項

  金額（千円） 

資産  396,669

負債 15,573

７ 担保に供されている資産に関する事項

(1) 担保に供している資産

  金額（千円） 

土地 1,860,719

建物 3,343,583

計 5,204,302

(2)担保に係る債務

  繰入純額（千円） 

短期借入金 1,205,000

長期借入金（１年内返済予定を含む）  4,887,918

計 6,092,918

８ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項

(1) 基本財産の増減及びその残高

前期末残高（千円） 当期増加額（千円） 当期減少額（千円） 当期末残高（千円）

土地  111,961 －  －  111,961

計  111,961  －  － 111,961

(2) 退職給付債務及びその内訳

  金額（千円） 

退職給付債務 1,264,252

年金資産 －

未認識数理計算上の差異 193,691

未認識過去勤務差異 －

会計基準適用時差異の未処理額 －

退職給付引当金 1,457,943

令和３年７月１日に退職金規定を変更しました。退職金規程の変更に伴い退職給付債務が 457,936千円減少しております。当該

減少額は未認識過去勤務差異として令和３年度から令和７年度の５年間にわたり償却しております。



(3) 固定資産の取得原価、減価償却累計額及び当期末残高

科目 取得価額（千円） 減価償却累計額（千円） 当期末残高（千円） 

建物 11,662,177 7,608,882 4,053,295

構築物 520,710 390,685 130,025

医療用器械備品 2,817,833 2,251,186 566,647

その他の器械備品 902,475 573,358 329,117

車両及び船舶 63,487 57,176 6,311

リース資産 669,603 335,413 334,190

一括償却資産 67,854 39,767 28,086

建設仮勘定 196,568 － 196,568

ソフトウェア 215,742 96,849 118,893

その他の無形固定資産 6,783 － 6,783

計 17,173,239 11,403,325   5,769,915

(4) 補助金等の内訳並びに交付者、貸借対照表への影響額

 科目 交付者 

損益計算書

影響額 

（千円） 

貸借対照表

影響額 

（千円） 

1 医療機関等賃上げ・物価上昇に対する支援事業補助金 厚労省 117,625 117,625

2 介護分野の職員賃上げ・職場環境改善支援事業費補助金 石川県 21,251 21,251

3 診療所等賃上げ・物価支援事業費補助金 石川県 946 946

4 医療施設等災害復旧費補助金（能登半島地震） 石川県 933,016 933,016

5 能登半島地震に係る社会福祉施設等災害復旧補助金 石川県 390,394 291,395

6 病床機能再編支援給付金、病床機能転換事業補助金 石川県 107,022 26,994

7 物価高騰対策支援金 石川県 22,318 －

8 医療施設等生産性向上・職場環境整備等支援事業補助金 石川県 19,525 －

9 介護現場の生産性向上普及推進事業費補助金 石川県 17,000 17,000

10 救急告示病院運営補助金 七尾市 70,234 70,234

11  他  34,007 15,817

 合計  1,733,339 1,494,278

(5) 令和 6年能登半島地震

損益計算書の特別損失に計上されているその他の特別損失のうち、令和 6年 1月 1日に発生した能登半島地震による災害損失は

533,315千円であります。


